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１．はじめに 

日本においては管理開始後長期間が経過するダム

の数が急増しつつある。国土交通省所管ダムについ

ては、所定の機能を保持するため、ダム管理者によ

る日常点検を実施するとともに、基本3年ごとに専門

家等による定期検査を実施するなど、適切な維持管

理に努めてきている。これらに加えて、より長期に

わたってダムの安全性及び機能の保持を確実にして

いく観点から、新たに30年程度のサイクルで実施す

るダム総合点検1)が制度化された。 

２．ダム総合点検実施への国総研・（独）土木研究

所による技術支援 

ダム総合点検では､ダム土木構造物､機械設備、電

気通信設備、その他のダム施設等のダムの全ての構

成要素を網羅し、それらの健全度について調査及び

評価を実施し、総合的に維持管理方針としてとりま

とめる。その維持管理方針をその後の日常管理や定

期検査等に反映させる。図にダム総合点検の基本フ

ローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ダム総合点検の基本フロー1) 

 

写真 ダム総合点検実施状況（専門家の現場確認） 

全国の国土交通省および（独）水資源機構の管理

開始から30年以上経過したダムは約70基あり、平成

25年10月から、順次ダム総合点検を行ってきている。

図-1に示したように、ダム土木構造物を対象とした

「点検計画立案」の時および「健全度評価及び維持

管理方針（案）作成」の時に「専門家」から意見・

助言を受けることとなっている。国総研および土研

のダム構造物、ダム地質の担当者は、その「専門家」

の立場として、ダム総合点検が効果的に実施される

よう、技術支援を行ってきている。なお、今年度ま

でに関与したダムは、自治体所管の5ダムを含めて46

基に上る。 

３．おわりに 

ダム総合点検は、来年以降も管理ダムの総合点検

の実施が予定されている。ダム総合点検を含めたダ

ム施設管理のPDCAサイクルの確実な実施のため、国

総研では土研と連携しながら、引き続き、継続的に

現場への技術支援を行っていく予定である。 

【参考】 

1) 国土交通省 水管理・国土保全局 河川環境課： ダム

総合点検実施要領・同解説（平成25年10月）

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/

dam/pdf/03.pdf 
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１．はじめに 

水害に対する有効な対策の立案のためには、複雑

な被災メカニズムの把握や解明が重要であり、その

ためには継続して水害の実態調査を行い、その結果

を蓄積していく必要がある。水害研究室では、2013

年に発生した山口・島根豪雨及び台風18号により被

災した地域に対して、被害と復旧の状況等について

ヒアリング調査等を実施した。         

 

２．調査概要 

調査は山口県萩市の須佐川、田万川流域及び滋賀

県高島市の鴨川流域を対象とし、各世帯や事業所ご

とに家屋の被害と修繕費、家庭用品の被害と修理・

再調達、事業所の被害、ライフラインの停止、応急

対策費用、精神的な被害等について聞き取り調査等

を行った。 

家屋被害について、浸水深と被害率との関係を図

に示した。ここでの被害率は、家屋修繕に支払った

費用／建物の建設費（建設時）とし、ともにヒアリ

ングにおいて聴取した金額である。床下浸水（浸水

深50cm程度以下）ではほとんど被害は発生していな

いが、浸水が床上まで及ぶと浸水深に比例して被害

率が高くなる傾向が見られる。 

 

浸水深が2m近くなると、大規模な被害のため建て

替えが必要となった家も多く見られた(図中a,写真

-1参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

また、床上2cm（地盤から約50cm）の浸水深で壁や

建具にほとんど損傷がなかったものの、氾濫流によ

って基礎下が洗掘され、建物の安定性を失ったため

に建て替えを余儀なくされた例も見られた(図中b,

写真-2参照)。 

 

家財道具の被害については、家屋同様、床上浸水

以上で被害額が大きくなる傾向が見られた。 

応急対策については、自家用車を買い換えるまで

のタクシー代、銭湯への支出等の回答があったが、

支出金額は小さく、1件あたり数千円程度であった。

ただし、土砂撤去についてはかなりの人数と期間の

ボランティア等の協力を得ており、0.3ヶ月、延べ150

人日かかった例や、被災者自身で作業をしたため数

ヶ月要した等の回答があった。 

 

３．おわりに 

水害調査の結果を活用していくためには、調査結

果を体系化して保存、蓄積していくことが重要であ

り、水害研究室では「水害データベース」の構築に

ついて併せて検討を行っている。 

2013年に発生した洪水被害に 

関する調査 
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家屋基礎下の土砂流出 
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図  水深と家屋被害率の関係（木造住宅） 

写真－１ 外壁や建具の損壊(図-1のa) 

写真－２ 家屋基礎下の洗掘（図-1のb） 
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